
10応募した動機と抱負 熱意が感じられ、期待が持てるか。

国や都、本区の動向を的確に捉えているか。 10

項目 評価内容 配点

全
体
の
評
価

業務に必要な情報の収集
や事前分析に対する考え
方

業
務
の
実
施
方
法

具体的な内容が記載されており、期待できる内容となっているか。 5

業
務
実
施
面

子ども･子育て支援事業、次世代育成支援
対策推進法に基づく行動計画、及び貧困対
策法に基づくこどもの貧困対策に対する理
解度

制度について理解しており期待が持てるか。 10

提案内容の的確性

事業の趣旨や目的に関する理解・知識が十分にあるか。 10

業務実施体制

提案内容を実施できる十分な動員人数が確保されているか。 10

責任者の経験年数が十分にあるか。 10

責任者の本業務の実績は十分にあるか。 10

従事者の雇用形態、資格、経験年数、業務実績、手持ち業務量に期待が
もてるか。

10

本業務の担当業務の割り当てなど期待が持てる体制となっているか。 10

調査対象者、調査数に対
する考え方

具体的な内容が記載されており、期待できる内容となっているか。 5

結果の集計、分析、課題
抽出の手法の考え方

具体的な内容が記載されており、期待できる内容となっているか。 5

アンケート調査の計画、
実施に関する考え方

具体的な内容が記載されており、期待できる内容となっているか。 5

「江東区こども・子育て支援事業計画(三次)策定に向けた区民意向調査等実施業務委託」　事業者選定評
価表（第一次審査）



提
案
項
目

5

業務の進行管理に対する
考え方

具体的で的確なものとなっているか。 5

報告書作成、区への情報
提供、情報共有に関する
考え方

具体的な内容が記載されており、期待できる内容となっているか。 5

次期計画に向けた区への
提言、助言に関する考え
方

具体的な内容が記載されており、期待できる内容となっているか。 5

合計

総合評価
事業への熱意・理解・知識及び実績もあり、提案が具体的で実現性の高
い内容になっているか。

20

事
務
局
採
点

業務実績

価格点

子ども・子育て支援法に定める子ども･子育て支援事業計画策定における
ニーズ調査・計画策定実績があるかどうか。

10

次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定実績があるかどうか。 5

貧困対策法に基づく調査・計画策定実績貧困対策法に基づく調査・計画
策定実績があるかどうか。

5

見積り価格が予定価格以下で妥当な金額となっているか。 20

区との役割分担 具体的で的確なものとなっているか。 5

個人情報保護に関する考
え方

個人情報保護の方針・考え方が適切で守秘義務の遵守が徹底されてい
るか。

5

業務スケジュール 具体的で的確なものとなっているか。



責任者の経験年数が十分にあるか。

10

「江東区こども・子育て支援事業計画(三次)策定に向けた区民意向調査等実施業務委託」　事業者選定評
価表（第二次審査）

報告書作成、区への情報提供、情報共有
に関する考え方

次期計画に向けた区への提言、助言に関
する考え方

全
体
の
評
価

応募した動機と抱負 熱意が感じられ、期待が持てるか。 10

子ども･子育て支援事業、次世代育成支援対策推
進法に基づく行動計画、及び貧困対策法に基づくこ
どもの貧困対策に対する理解度

制度について理解しており期待が持てるか。

業
務
実
施
面

業務実施体制

項目 評価内容 配点

提案内容の的確性

事業の趣旨や目的に関する理解・知識が十分にあるか。

国や都、本区の動向を的確に捉えているか。

合計

10

個人情報保護に関する考え方
個人情報保護の方針・考え方が適切で守秘義務の遵守が徹底されている
か。

10

区との役割分担 具体的で的確なものとなっているか。

総合評価
事業への熱意・理解・知識及び実績もあり、提案が具体的で実現性の高
い内容になっているか。

10

業務スケジュール 具体的で的確なものとなっているか。 10

提
案
項
目

業
務
の
実
施
方
法

業務に必要な情報の収集や事前分析に対
する考え方

コミュニケーション能力
プレゼンテーション内容や質疑応答が明快で、業務に対する熱意が感じら
れるか。

10

10

10

アンケート調査の計画、実施に関する考え
方

結果の集計、分析、課題抽出の手法の考え
方

調査対象者、調査数に対する考え方

業務の進行管理に対する考え
方

具体的で的確なものとなっているか。 10

具体的な内容が記載されており、期待できる内容となっているか。

本業務の担当業務の割り当てなど期待が持てる体制となっているか。

従事者の雇用形態、資格、経験年数、業務実績、手持ち業務量に期待がもてるか。

責任者の本業務の実績は十分にあるか。

提案内容を実施できる十分な動員人数が確保されているか。


